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　１．はじめに

　Kaldor〔7〕は所得の一定割合が貯蓄されるという平均貯蓄性向一定の

仮定を前進させて，所得を利潤所得と労働所得に分割し，それぞれの所得

から異なる一定の率で貯蓄がなされるといういわゆるカルドア型の貯蓄関

数を提唱した。 Kaldor〔7〕は貯蓄がなされるみなもとである所得の種類別

に注目したものと云える。

　これにたいして，後のパシネッティは資本家階級と労働者階級という二

つの階級の存在を重視した。すなわち彼は資本家階級は利潤所得のみをう

る階級であるが，一方労働者階級は労働所得のみならず利潤所得をもうる

ものとし，そしてこれらの両階級はそれぞれの所得からたがいに異なる一

定率の貯蓄をするというパシネッティ型の貯蓄関数を前提とし，さらに均

衡成長の状態を想定し「利潤率は均衡成長状態においては，自然成長率を

資本家の貯蓄性向で除したものに等しくなり，そして労働者の貯蓄性向か

ら独立である。」というパシネッティの定理を明らかにした。

　しかしこの定理が成立するためには，労働者の貯蓄性向が資本家の貯蓄

性向と利潤への分配率との積より小となるのでなければならないことが，

その後判明した。それ故にこのことが満足されない場合，すなわち労働者

の貯蓄性向が資本家の貯蓄性向と利潤への分配率の積より大なるときは

　「資本一産出量比率の逆数は自然成長率を労働者の貯蓄性向で除したもの

に等しくなる。」という反パシネッティ定理＝双対定理が成立するという

ことが, Meade〔11〕, Samuelson-Modigliani〔21〕, Sato〔22〕によって主
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張された。

　以上の理論の発展階段までは，パシネッティの定理と反パシネッティ定

理はそれぞれ個々別々に導出されていたが，1975年にBaranzini〔2〕は均

衡利潤率に関する一個の二次方程式の二つの解としてパシネッティの定理

と反パシネッティの定理を個々ばらばらにではなく調和的・統一的，かつ

エレガントな仕方で導出することに成功した。その後Baranzini〔2〕の追

随者としてAhmad〔1〕, O'Connelに15〕が現われ, Baranzini〔2〕と同様

にそれぞれのモデルで均衡利潤率に関する二次方程式の二つの解としてパ

シネッティの定理と反パシネッティの定理を導いた。

　つぎに1991年にMiyazaki〔12〕, Samuelson〔20〕によって, Ahmad

〔11,Baranzini〔2〕,O'Connelに15〕等の論攷では反パシネッティの定理の

成立と矛盾する数式を前提として分析を展開しているという批判が提出さ

れた。この批判はBaranzinｉ〔3〕とO'Connell〔16〕によって受け入れられ

たが, Baranzini〔3〕－1991年－,0'Conne11〔16〕－1995年－はMiyazaki

〔12〕, Samuelson〔20〕の批判を考慮してもなおかつ均衡利潤率について

の二次方程式の二つつの解としてパシネッティの定理と反パシネッティの

定理を導出することが可能であることを示した。

　なおO'Connell〔15〕，〔16〕はパシネッティ型の貯蓄関数に企業の利潤留

保を考慮した貯蓄関数を採用している。

　パシネッティ型の貯蓄関数においては，労働者の労働所得からの貯蓄性

向と利潤所得からの貯蓄性向は等しいとされている。　しかしこの両者は等

しくないとした方がより一般的である。本稿においては，このような意味

でパシネッティ型貯蓄関数を一般化した貯蓄関数にO'Connell〔15〕，〔16〕

における如くに企業の利潤留保の考えを導入した貯蓄関数を前提として分

析を進める。

　本稿の構成は次の如くである。第２節では本稿において基本的に重要な

意味をもつ貯蓄関数について説明する。第３節では本稿におけるモデルが
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提示され，このモデルをもとに均衡利潤率についての二次方程式を構築す

る。つぎに第４節においては，第３節での二次方程式の二つの解としてわ

れわれの一般化されたパシネッティ定理と反パシネッティ定理を導出する。

それからこれら二つ解の意味の吟味を通じて二階級経済の存立の条件等を

検討する。最後に本橋で取り扱った二階級経済の理論の分野での今後検討

すべき論点について若干述べてむすびとする。

　２．貯蓄関数

　カルドアの貯蓄関数は次式によって与えられる。

　ここでざ＝総貯蓄量，Ｗ＝賃金総額，Ｐ＝総利潤，４＝賃金所得からの貯

蓄性向，み＝利潤所得からの貯蓄性向である。

とする。

　ここでは利潤からの貯蓄と資本家による貯蓄は同一であるとみなされて

いると云える。この点が後のパシネッティによって批判されたところであ

る。

　パシネッティの貯蓄関数は次のように表わされる。

　ここで利潤所得（Ｐ）は資本家の利潤所得と（瓦）と労働者の利潤所得

（7）ｗ）から構成される。労働者は彼等の得る利潤所得および労働所得から

同一の一定率（砂）の貯蓄をし，資本家は彼等の得る利潤所得から一定割

合叫）の貯蓄をするとされる。
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である。

　この貯蓄関数はカルドアの貯蓄関数の論理的欠陥を修正したものである。

というのは，もし労働者が貯蓄するとするならば，当然彼自身の資本を所

有することになり，かくしてそれからの利潤を獲得することになるからで

ある。

　以上の(1)，(2)の貯蓄関数にたいして，資本家は彼等の受け取る利潤所得

から一定率の貯蓄をするという点は変わらないが，労働者の貯蓄に関して

は，労働者は彼等の受け取る賃金所得および利潤所得から異なる一定の率

で貯蓄するというより一般的な貯蓄関数が考えられる。この貯蓄関数は式

で表わすと

となる。

　ここで恥ｗは労働者の賃金所得からの一定の貯蓄性向であり，徊ｙは労

働者の利潤所得からの一定の貯蓄性向であり，そして心は資本家の利潤

所得からの一定の貯蓄性向である。

　(3)式においてSpw ―Spc―Spとすると(1)の貯蓄関数となり，ｓｗｗ＝ｓ。ｗ＝砂

とおくと(2)の貯蓄関数をうる。

であるとする。政ｗ＝Oとなることはないとする。なんとなればこの場合，

労働者が決してなんらかの資本を所有する事態が生じないからである。

　次に(3)の貯蓄関数に企業が利潤を留保する場合を考慮すると

をうる。

　ここで硲は企業の利潤留保率である。
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　本稿では(4)の貯蓄関数を前提として分析を進めることにする。(4)式にお

いてSww ―SpwとするとO'Connell〔15〕，〔16〕の貯蓄関数がえられる。

　総資本ストック（瓦）は，資本家階級に属する資本（斟）と労働者階級に

属する資本（瓦ｗ）に分けられるとする。

　企業は将来の投資その他の理由のためにその利潤の一部を留保するとす

る。つまり分配されない利潤が存在することになる。

　資本家の貯蓄（Ｓｃ）および労働者の貯蓄（＆）は次のようになる。

　ここでｒは利潤率をあらわし，ｙは国民所得である。企業は準備金の中

から配当支払いをしないと仮定するとｓlべIとなる。

　資本家および労働者の資本ストックと総資本ストックの時間に関する変

化率は次のように表わされる。

　経済が自然成長率佃)＝適正成長率(Ｋ/Ｋ)である均衡成長状態にある

とすると，(10)式から

－144（79）－



をうる。

　ここで0<Z=rK/Y<lであり, a=Spc(l―SR~)十＆である。

　均衡成長条件：瓦w/Kw―nと(9)より

が導かれる。

　(H)と㈲から次のｒに関する二次方程式を導くことができる。

4｡モデルの解の吟味

㈲の解は次の如くである。

　解㈲はO'Connell〔15〕，〔16〕によって導かれたものと同一である。

a=spc(l一句十硲であるから＆＝Ｏつまり利潤がすべて分配されてしまう

場合はｒl＝ｎ/ｓｐｃ＝ｎ/ｓ（7となる。故に㈲は一般化されたパシネッティ定理

を示すものである。

　㈲は反パシネッティ定理(y/K=n/sw)を特殊な場合として含むより一

般的な反パシネッティ定理を表わすものである。というのは実際帥におい

てSr = O, Spw=^SwwとおくとY/K―n/sww=ｱz/砂をうることによってこの

ことが判明するからである。またO'Connell〔15〕，〔16〕のケースは（16）で
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Spw―Swwとするとえられるから，われわれの帥はO'Connell〔15〕，〔16〕よ

りより一般的な反パシネッティ定理を導出したものであると云える。

　Z=P/Y=戸/瓦･Ｋ/Ｋ･K/Y=ｒｓ[ｎ（ここでｓ＝平均貯蓄性向<1 P=r/C=

総利潤とする。）であるからｒ2は次のように書き改められる。

　ここでj＝れ:如ｗ一政ｗ)十SSrCI一如ｗ)である。

　前述の如くSr = Oのとき，すなわち利潤がすべて配当として分配される

とき，叫はｒl＝万万ｃとなるが，この利潤率に関する表現は，二階級経済の

場合においてパシネッティによって1962年に導かれたものであり，パシ

ネッティの定理として著名であることはこれまでに述べてきた通りである。

　二階級あるいはパシネッティ恒常状態は斟が正であり，そして一定率

　(n)で成長しつづけており，それゆえ斟/瓦＞Oでありそして時間を通じ

て一定である状態と定義される。

　(8)と㈲よりKc/K ＼X恒常状態では一定となることが分かる。

　(5)，(11)，㈲から

が導かれる。

　次に(5)を念頭におき，佃に㈲あるいは(16')を代入すると

をうる。
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二階級恒常状態は(19)式によってただちに除外されることになる。

㈲と㈲が経済的意味をもつためには

でなければならない。

　この条件は㈲，帥，㈲，㈲から次の式と同値であるといえる。

条件m, (20')からKw/K< 1が導かれて。　Ｋｃ/Ｋは非負となる。

が成立するときには，資本家階級の生き残りの条件すなわちＫｃ/Ｋか正か

つ一定であるということは保証されなくなる。

が妥当する場合には，斟は正であり，一定率（n）で成長することにな

り，はっきり二階級の存在が保証される。

があてはまる事態は反パシネッティの定理の事態であり，不等号は弱い意

味の不等号になっているから，境界条件卸を含んでいるゆえ，すべての資

本は労働者に属するものとなる。

　５．む　す　び

　以上われわれはきわめて一般的な貯蓄関数を前提として，二階級経済に

おけるパシネッティ定理および反パシネッティ定理をめぐる問題を検討し

てきたのであるが，この問題についての今後究明すべきと考えられる若干
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の課題について述べてむすびとする。それは次の如くである。

　(1)資本財生産部門と消費財生産部門の二部門からなる経済においてはパ

シネッティ定理および反パシネッティ定理はどのように表わされるであろ

うか。

　(2)公共部門の存在すなわち課税の問題を考慮した場合，二階級経済はど

のような影響を受けるであろうか。

　(3)最近の内生的経済成長理論と二階級経済モデルとの関連はどうであろ

うか。
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